





　2015 年 10 月，いわゆる条約漁り（TreatyShopping）等の租税条約の濫用を防止する
ため，BEPS 最終報告書（行動 6）が公表された。2017 年 6 月 7 日，我が国は，当該報告
書（行動 6）その他のBEPS 防止措置を含む「税源浸食及び利益移転を防止するための租
税条約関連措置を実施するための多数国間条約（BEPS 条約）」に署名し，我が国では
2019 年 1 月 1 日に発効した。また，報告書（行動 6）の内容が 2017 年 OECDモデル租税
条約に含まれることとなった。












第 1章　BEPS最終報告書（行動 6）及び 2017 年 OECDモデル租税条約における「主
要目的基準」




　2015 年 10 月，いわゆる条約漁り（TreatyShopping）等の租税条約の濫用を防止する
ため，BEPS 最終報告書（行動 6）（1）（以下，「報告書（行動 6）」という。）が公表された（2）。
〔論　説〕
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2017 年 6 月 7 日，我が国は，報告書（行動 6）その他のBEPS 防止措置を含む「税源浸
食及び利益移転を防止するための租税条約関連措置を実施するための多数国間条約（以下，
「BEPS 条約」という。）に署名し，2019 年 1 月 1 日に当該条約が発効した（3）。また，報



















の国際租税の展望～報告書2016 年 6 月』57 頁21 世紀政策研究所（2016），青山慶二「租税条約の濫用防止」
同編『税源浸食と利益移転（BEPS）対策税制日税研論集73』19 頁日本税務研究センター（2018）等















（7） モデル条約第 29 条
 BEPS 条約第 7条では，詳細な特典制限規定及び導管を用いた金融の仕組みに対処する規則については，15
項で 1項を留保する権利につき規定されている。
―184―









　主要目的基準はモデル条約第 29 条第 9項当該コメンタリーに規定されている。本稿で
は，以下，モデル条約及びコメンタリーを基に進めることとする（10）。







　「主要目的の一つ」と規定されている点につき，モデル条約 29 条 9 項コメンタリー（以









（8） モデル条約第 29 条 9 項　BEPS 条約第 7条 1項
（9） 前掲注 6　財務省HP
（10）モデル条約及びコメンタリーの邦訳は，水野忠恒ほか『OECDモデル租税条約（所得と財産に対するモデル
租税条約）〈2017 年版〉』日本租税研究協会（2019），本庄資「BEPS プロジェクト2015 年最終報告書行動6
（仮訳）不適切な状況における条約特典の授与の防止」租税研究807 号（2017）に依る。なお，報告書（行
動 6）のコメンタリーは一部修正の上，モデル条約コメンタリーに含まれていることに留意されたい。
（11）BEPS 条約第 7条 1項及び報告書（行動 6）パラ 7も同様の内容であるが，原文（英文）では，異なる単語
が用いられるなど全く同じではない。
（12）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 10















































































（18）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 13


































（20）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 13
（21）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 8
（22）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 9
（23）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 1
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（24）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 13
（25）緒方・前掲注 2・205 頁　
























 　我が国で初めてGregory 判決を分析した論文として，金子宏「租税法と私法」租税法研究 6号 1頁（1978）。
課税減免規定の解釈の観点から，中里実「課税逃れ商品に対する租税法の対応（上）」ジュリスト 1169号
116 頁（1999）。法人分割の観点から，渡辺徹也「法人分割と課税―アメリカ法を参考として一」税法学 535
号 95 頁（1996）。岡村忠生「租税回避の意図と二分肢テスト」税法学 543 号 3 頁（2000），同「グレゴリー















































































































































































































































































































































































人，以下「A社」という。）は，米国に 100%子会社であるＭ社を有していた。1963 年 4 月，
M社は E社から 225 万ドルを年利 4%で借り入れ , 同社に約束手形を発行した。1964 年 3
月，E社は，C社（Ｅ社の 100％子会社であるエクアドル法人）の 100%子会社としてホ
ンジュラスに I社を設立し，Ｅ社の有するM社発行手形を割当てた。これと引き換えに I
社はＥ社に額面 25 万ドル金利 4%の約束手形 9枚を発行した。





































































































































（66）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 8
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（67）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 9









































（70）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 10
（71）前掲（注 44）で記したリスクの有無も視点の一つと考えられる。
―204―
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